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議案第１０号  令和７年度美浦村国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 
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議案第１２号  令和７年度美浦村電気事業会計補正予算（第１号） 
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報告第１号 

 

   繰越明許費繰越計算書について 

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定により、

令和６年度美浦村一般会計の繰越明許費について、別紙計算書のとおり報告す

る。 

 

  令和７年６月１０日提出 

 

美浦村長  中 島  栄   
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様式第１７号

円 円 円 円 円 円
2 1

3 1

3 1

3 1

7 2

令 和 ６ 年 度　　美 浦 村 一 般 会 計 予 算 繰 越 明 許 費 繰 越 計 算 書

款 項 事 業 名 金 額
翌 年 度
繰 越 額

左 の 財 源 内 訳

既 収 入
特 定 財 源

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 村 債

14,421,000総 務 費 総 務 管 理 費 財 産 管 理 費 14,421,000 14,421,000

土 木 費 道 路 橋 梁 費 道 路 新 設 改 良 事 業 費 13,717,000 13,717,000 13,717,000

28,994,00012,860,000 0合 計 41,854,000 41,854,000 0

731,000

0

125,000

民 生 費

民 生 費

民 生 費

8,510,000

4,350,000

731,000

4,475,000

8,510,000

731,000

8,510,000

4,475,000

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金給付事務費

６ 年 度 物 価 高 騰 対 応 重 点 支 援 給 付 金 給 付 費

６年度物価高騰対応重点支援給付金給付事務費

社 会 福 祉 費

社 会 福 祉 費

社 会 福 祉 費
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報告第２号 

 

   事故繰越し繰越計算書について 

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５０条第３項の規定により、

令和６年度美浦村一般会計の事故繰越しについて、別紙計算書のとおり報告す

る。 

 

  令和７年６月１０日提出 

 

美浦村長  中 島  栄   
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円 円 円 円 円 円 円 円

25,520,000

説　　明

ポンプ設置
箇所の確定
に時間を要
したため。

支出負
担行為
予定額

左 の 財 源 内 訳

2,552,000

2,552,00022,968,000

一 般 財 源
未 収 入
特 定 財 源

25,520,000

令 和 ６ 年 度　　美 浦 村 一 般 会 計 予 算 事 故 繰 越 し 繰 越 計 算 書

5 １

款
支 出 負 担
行 為 額

土地改良振興事業費

左 の 内 訳

支出済額 支出未済額
翌 年 度
繰 越 額 既 収 入

特 定 財 源

22,968,000

項 事 業 名

25,520,000

農 業 費

合 計

25,520,00025,520,000農林水産費

25,520,000
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報告第３号 

 

   繰越計算書について 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規定により、

令和６年度美浦村水道事業会計予算の繰越について、別紙計算書のとおり報告

する。 

 

  令和７年６月１０日 

 

美浦村長  中 島  栄 
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　地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額 （単位：円）

企業債 国庫補助金 県補助金
損益勘定
留保資金

1.資本
的支出

1.建設
改良費

1.配水
施設拡
張費

200,683,000 142,061,333 50,000,000 50,000,000 0 0 0 8,621,667 0

配水場設備更新基本設計に時間を
要したため、詳細設計の発注が遅
れたため繰り越しを要するもので
ある。

200,683,000 142,061,333 50,000,000 50,000,000 0 0 0 8,621,667 0計

令和６年度　美浦村水道事業会計予算繰越計算書

款 項
事業名
（目）

予算計上額
支払義務
発生額

不用額
翌年度繰越額に係る
繰越を要する棚卸資
産の購入限度額

説明

左の財源内訳

翌年度繰越額
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報告第４号 

 

   繰越計算書について 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規定により、

令和６年度美浦村下水道事業会計予算の繰越について、別紙計算書のとおり報

告する。 

 

  令和７年６月１０日 

 

美浦村長  中 島  栄 
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　地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額 （単位：円）

企業債 国庫補助金 県補助金 受益者負担金

1.資本
的支出

1.建設
改良費

1.管渠
建設改
良費

340,168,000 76,638,120 89,222,000 61,000,000 28,092,500 0 129,500 174,307,880 0

国庫補助対象事業における事
業追加、他事業との調整等に
よる工事発注の遅れが生じた
ため

5.処理
場建設
改良費

861,613,000 336,092,000 491,323,000 225,000,000 261,035,500 2,717,000 2,570,500 34,198,000 0

材料不足により資材の確保が
難航したため

1,201,781,000 412,730,120 580,545,000 286,000,000 289,128,000 2,717,000 2,700,000 208,505,880 0

説明

計

令和６年度　美浦村下水道事業会計予算繰越計算書

款 項
事業名
（目）

予算計上額
支払義務
発生額

翌年度繰越額

左の財源内訳

不用額
翌年度繰越額に係る
繰越を要する棚卸資
産の購入限度額
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議案第１号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙

のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求め

る。 

 

  令和７年６月１０日提出 

 

                     美浦村長  中 島  栄   
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令和７年専決第２号 

 

専 決 処 分 書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次の

とおり専決処分する。 

 

  令和７年３月２６日 

 

                     美浦村長  中 島  栄   

 

令和７年美浦村条例第２３号 

 

   美浦村税条例の一部を改正する条例 

 

 美浦村税条例（昭和４４年美浦村条例第１２号）の一部を次のように改正す

る。 

 

 第３６条の２第１０項中「第２条第１５項」を「第２条第１６項」に改め

る。 

 第６３条の２第１項第１号中「同条第１５項」を「同条第１６項」に改め

る。 

 第８２条第１号ア中「エ」を「ウ及びオ」に改め、同号イ中「又は」を

「（ウに掲げるものを除く。）又は」に改め、同号エを同号オとし、同号ウ中

「又は」を「（ウに掲げるものを除く。）又は」に改め、同号ウを同号エと

し、同号イの次に次のように加える。 

  ウ 二輪のもので、総排気量が０．１２５リットル以下かつ最高出力が

４．０キロワット以下のもの 年額 ２，０００円 

 第８９条第２項第２号中「第２条第１５項」を「第２条第１６項」に改め、

同項第５号中「定格出力」の次に「（第８２条第１号ウに掲げる原動機付自転

車にあっては、原動機の総排気量及び最高出力）」を加える。 

 第９０条第２項中「身体障害者又は」を「身体障害者若しくは」に、「を提

示」を「又はこれらの者の特定免許情報（同法第９５条の２第２項に規定する

特定免許情報をいう。次項において同じ。）が記録された免許情報記録個人番

号カード（同法第９５条の２第４項に規定する免許情報記録個人番号カードを

いう。次項において同じ。）を提示」に改め、同項第５号中「の番号、交付年
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月日及び」を「又は道路交通法第９５条の２第２項第１号に規定する免許情報

記録（以下この号において「免許情報記録」という。）の番号、運転免許の年

月日、運転免許証又は免許情報記録の」に改め、同条中第４項を第５項とし、

第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 

３ 前項の場合において、免許情報記録個人番号カードを提示したときは、当

該免許情報記録個人番号カードに記録された特定免許情報を確認するために

必要な措置を受けなければならない。 

 第１３９条の３第２項第１号中「第２条第１５項」を「第２条第１６項」に

改める。 

 附則第１０条の２第１６項中「附則第１５条第３７項」を「附則第１５条第

３６項」に改め、同条第１７項中「附則第１５条第３８項」を「附則第１５条

第３７項」に改め、同条第１８項中「附則第１５条第４１項」を「附則第１５

条第４０項」に改め、同条第１９項中「附則第１５条第４２項」を「附則第１

５条第４１項」に改める。 

 附則第１０条の３中第１５項を第１６項とし、第１４項を第１５項とし、第

１３項の次に次の１項を加える。 

１４ 村長は、法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンションに係

る区分所有に係る家屋については、前項の申告書の提出がなかった場合にお

いても、マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年法律第

１４９号）第５条の２第１項に規定する管理組合の管理者等から法附則第１

５条の９の３第２項に規定する期間内に施行規則附則第７条第１７項各号に

掲げる書類の提出がされ、かつ、当該特定マンションが法附則第１５条の９

の３第１項に規定する要件に該当すると認められるときは、前項の規定にか

かわらず、同条第１項の規定を適用することができる。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第２条 改正後の美浦村税条例（以下「新条例」という。）の規定中固定資産

税に関する部分は、令和７年度以後の年度分の固定資産税について適用し、

令和６年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

 （軽自動車税に関する経過措置） 

第３条 新条例第８２条（第１号に係る部分に限る。）の規定は、令和７年度

以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和６年度分までの軽

自動車税の種別割については、なお従前の例による。 
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議案第２号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別

紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を

求める。 

 

  令和７年６月１０日提出 

 

美浦村長  中 島  栄   
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令和７年専決第３号 

 

専 決 処 分 書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次

のとおり専決処分する。 

 

   令和７年３月３１日 

 

美浦村長  中 島  栄   

 

令和７年美浦村条例第２４号 

 

   美浦村国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

 美浦村国民健康保険税条例（昭和４１年美浦村条例第１９号）の一部を次の

ように改正する。 

 

 第２条第２項ただし書中「６５万円」を「６６万円」に改め、同条第３項た

だし書中「２４万円」を「２６万円」に改める。 

 第２１条中「６５万円」を「６６万円」に、「２４万円」を「２６万円」に

改め、同条第２号中「２９万５，０００円」を「３０万５，０００円」に改

め、同条第３号中「５４万５，０００円」を「５６万円」に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の美浦村国民健康保険税条例の規定は、令和７年度

以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和６年度分までの国民健

康保険税については、なお従前の例による。 
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議案第３号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙

のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求め

る。 

 

  令和７年６月１０日提出 

 

美浦村長  中 島  栄   
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令和７年専決第４号 

 

専 決 処 分 書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次の

とおり専決処分する。 

 

  令和７年３月３１日 

 

美浦村長  中 島  栄   

 

   令和６年度美浦村一般会計補正予算（第９号） 

 

 令和６年度美浦村の一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところ

による。 

 

 （繰越明許費の補正） 

第１条 繰越明許費の変更は、「第１表 繰越明許費補正」による。  

 

  令和７年３月３１日 

 

美浦村長  中 島  栄   
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1 変更 （単位：千円）

事 業 名 金　額 事 業 名 金　額

3 民生費 1 社会福祉費
６年度物価高騰対応重点
支援給付金給付費

6,200
６年度物価高騰対応重点
支援給付金給付費

8,510

3 民生費 1 社会福祉費
６年度物価高騰対応重点
支援給付金給付事務費

4,117
６年度物価高騰対応重点
支援給付金給付事務費

4,475

第 １ 表　　　繰　越　明　許　費　補　正

補　正　後
款 項

補　正　前
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議案第４号 

 

   美浦村政治倫理審査会委員の委嘱について 

 

 下記の者を美浦村政治倫理審査会委員に委嘱したいから、美浦村政治倫理条

例（平成１５年美浦村条例第１３号）第５条第３項の規定によって、議会の同意

を求める。 

 

  令和７年６月１０日提出 

 

美浦村長  中 島  栄 

 

 

 

 

 

 

 

 

記 

 

区分 氏 名 生 年 月 日 事務所所在地及び住所 

を
有
す
る
者 

専
門
的
な
知
識 

磯 山 貴 洋 昭和〇年〇月〇日生 土浦市○○○ 

堀 越 文 惠 昭和〇年〇月〇日生 美浦村大字○○○ 

武田 すみ江 昭和〇年〇月〇日生 美浦村大字○○○ 

濵 田 勘 木 昭和〇年〇月〇日生 美浦村大字○○○ 

ら
選
任
す
る
者 

村
民
の
う
ち
か 

浅 尾 八 十 昭和〇年〇月〇日生 美浦村大字○○○ 

野 路 輝 雄 昭和〇年〇月〇日生 美浦村大字○○○ 

市 川 博 貞 昭和〇年〇月〇日生 美浦村大字○○○ 
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議案第５号 
 
   美浦村監査委員の選任について 
 
 下記の者を美浦村監査委員に選任したいから、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第１９６条第１項の規定によって、議会の同意を求める。 
 
  令和７年６月１０日提出 
 
                     美浦村長  中 島  栄 
 
 
 
 
 
 
 
 

記 
 
 
 議員の中から選任する者 
 
  住 所  美浦村大字○○○ 
 
  氏 名  下 村  宏 
         昭和○○年○○月○○日生 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

20



議案第６号 

美浦村職員の旅費に関する条例の施行に伴う関係条例の整理に関する条 

例 

上記の議案を下記のとおり提出する。 

令和７年６月１０日 

美浦村長  中 島  栄  

美浦村職員の旅費に関する条例の施行に伴う関係条例の整理に関する条

例 

（美浦村固定資産評価審査委員会条例の一部改正） 

第１条 美浦村固定資産評価審査委員会条例（平成１１年美浦村条例第１８号）

の一部を次のように改正する。 

  第１４条中「美浦村職員の旅費に関する条例（昭和４３年美浦村条例第２７

号）」を「美浦村職員の旅費に関する条例（令和７年美浦村条例第９号）」に改

める。 

（地方自治法第２０７条等の規定による実費弁償に関する条例の一部改正） 

第２条 地方自治法第２０７条等の規定による実費弁償に関する条例（昭和 

３２年美浦村条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

  第２条ただし書中「美浦村職員の旅費に関する条例（昭和４３年美浦村条例

第２７号）」を「美浦村職員の旅費に関する条例（令和７年美浦村条例第９号）」

に改める。 

（美浦村会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第３条 美浦村会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年

美浦村条例第１３号）の一部を次のように改正する。 
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  第２４条第２項中「美浦村職員の旅費に関する条例（昭和４３年美浦村条例

第２７号）」を「美浦村職員の旅費に関する条例（令和７年美浦村条例第９号）」

に改める。 

 附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の美浦村固定資産評価審査委員会条例の規定、

第２条の規定による改正後の地方自治法第２０７条等の規定による実費弁

償に関する条例の規定及び第３条の規定による美浦村会計年度任用職員の

給与及び費用弁償に関する条例の規定は、令和７年４月１日から適用する。 
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議案第７号 

美浦村税条例の一部を改正する条例 

上記の議案を下記のとおり提出する。 

  令和７年６月１０日 

美浦村長  中 島  栄  

美浦村税条例の一部を改正する条例 

 美浦村税条例（昭和４４年美浦村条例第１２号）の一部を次のように改正す

る。 

 第１８条中「公示送達は、」の次に「公示事項（同条第２項に規定する公示

事項をいう。以下この条において同じ。）を地方税法施行規則（昭和２９年総

理府令第２３号。以下｢施行規則｣という。）第１条の８第１項に規定する方法

により不特定多数の者が閲覧することができる状態に置く措置をとるととも

に、公示事項が記載された書面を」を加え、「掲示して行う」を「掲示し、又

は公示事項を村の事務所に設置した電子計算機の映像面に表示したものの閲覧

をすることができる状態に置く措置をとることによってする」に改める。 

 第１８条の３中「地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。以下

「施行規則」という。）」を「施行規則」に改める。 

 第３４条の２中「又は扶養控除額」を「、扶養控除額又は特定親族特別控除

額」に改める。 

 第３６条の２第１項ただし書中「支払い」を「支払」に、「若しくは法第 

３１４条の２第４項」を「、法第３１４条の２第４項」に改め、「扶養控除

額」の次に「若しくは特定親族特別控除額（特定親族（同条第１項第１２号に
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規定する特定親族をいう。第３６条の３の２第１項第３号及び第３６条の３の

３第１項において同じ。）（前年の合計所得金額が８５万円以下であるものに

限る。）に係るものを除く。）」を加える。 

 第３６条の３の２第１項第３号中「扶養親族」の次に「又は特定親族」を加

える。 

 第３６条の３の３第１項中「者に限る。）」の次に「若しくは特定親族（退

職手当等に係る所得を有する者であって、合計所得金額が８５万円以下である

ものに限る。）」を加え、同項第３号中「扶養親族」の次に「又は特定親族」

を加える。 

 附則第１６条の２の次に次の１条を加える。 

 （加熱式たばこに係るたばこ税の課税標準の特例） 

第１６条の２の２ 令和８年４月１日以後に第９２条の２第１項の売渡し又は

同条第２項の売渡し若しくは消費等（次項において｢売渡し等｣という。）が

行われた加熱式たばこ（第９２条第１号オに掲げる加熱式たばこをいい、第

９３条の２の規定により製造たばことみなされるものを含む。以下この条に

おいて同じ。）に係る第９４条第１項の製造たばこの本数は、同条第３項の

規定にかかわらず、当分の間、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定

める方法により換算した紙巻たばこ（第９２条第１号アに掲げる紙巻たばこ

をいう。以下この項及び次項において同じ。）の本数によるものとする。 

 (1) 葉たばこ（たばこ事業法第２条第２号に規定する葉たばこをいう。）を

原料の全部又は一部としたものを紙その他これに類する材料のもので巻い

た加熱式たばこ（当該葉たばこを原料の全部又は一部としたものを施行規

則附則第８条の４の２に規定するところにより直接加熱することによって

喫煙の用に供されるものに限る。）当該加熱式たばこの重量（フィルター

その他の施行規則附則第８条の４の３に規定するものに係る部分の重量を

除く。以下この項から第３項までにおいて同じ。）の０．３５グラムをも

って紙巻たばこの１本に換算する方法。ただし、当該加熱式たばこの１本

当たりの重量が０．３５グラム未満である場合にあっては、当該加熱式た

ばこの１本をもって紙巻たばこの１本に換算する方法 

 (2) 前号に掲げるもの以外の加熱式たばこ当該加熱式たばこの重量の０．２

グラムをもって紙巻たばこの１本に換算する方法。ただし、当該加熱式た

ばこの品目ごとの１個当たりの重量が４グラム未満である場合にあって

は、当該加熱式たばこの品目ごとの１個をもって紙巻たばこの２０本に換

算する方法 

２ 前項の規定により加熱式たばこのうち同項第１号ただし書の規定の適用を

受けるもの及び同項第２号ただし書の規定の適用を受けるもの以外のものの
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重量を紙巻たばこの本数に換算する場合における計算は、売渡し等が行われ

た加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの重量に当該加熱式たばこの品目ご

との数量を乗じて得た重量を同項各号に掲げる区分ごとに合計し、その合計

重量を紙巻たばこの本数に換算する方法により行うものとする。 

３ 前項の計算に関し、同項の加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの重量に

０．１グラム未満の端数がある場合には、その端数を切り捨てるものとす

る。 

４ 第１項第２号に掲げる加熱式たばこ（第９３条の２の規定により製造たば

ことみなされるものに限る。）のうち、次に掲げるものについては、同号た

だし書の規定は、適用しない。 

 (1) 第１項第１号に掲げる加熱式たばこと併せて喫煙の用に供されるもの 

 (2) 第１項第２号に掲げる加熱式たばこ（第９３条の２の規定により製造た

ばことみなされるものを除く。）と併せて喫煙の用に供される加熱式たば

こ（同条の規定により製造たばことみなされるものに限る。）であって当

該加熱式たばこのみの品目のもの 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から

施行する。 

 (1) 第３４条の２、第３６条の２第１項ただし書、第３６条の３の２第１項

第３号及び第３６条の３の３第１項の改正規定並びに附則第３条の規定 

令和８年１月１日 

 (2) 附則第１６条の２の次に１条を加える改正規定及び附則第４条の規定 

令和８年４月１日 

 (3) 第１８条及び第１８条の３の改正規定並びに次条の規定 地方税法等の

一部を改正する法律（令和５年法律第１号）附則第１条第１２号に掲げる

規定の施行の日 

 （公示送達に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の美浦村税条例（以下「新条例」という。）第

１８条の規定は、前条第３号に掲げる規定の施行の日以後にする公示送達に

ついて適用し、同日前にした公示送達については、なお従前の例による。 

 （村民税に関する経過措置） 

第３条 新条例第３４条の２及び第３６条の２第１項ただし書の規定は、令和

８年度以後の年度分の個人の村民税について適用し、令和７年度分までの個

人の村民税については、なお従前の例による。 

２ 令和８年度分の個人の村民税に係る申告書の提出に係る新条例第３６条の
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２第１項の規定の適用については、同項ただし書中「特定親族特別控除額

（特定親族（同条第１項第１２号に規定する特定親族をいう。第３６条の３

の２第１項第３号及び第３６条の３の３第１項において同じ。）（前年の合

計所得金額が８５万円以下であるものに限る。）に係るものを除く。）」と

あるのは、「特定親族特別控除額」とする。 

３ 新条例第３６条の３の２第１項の規定は、附則第１条第１号に掲げる規定

の施行の日（以下「１号施行日」という。）以後に支払を受けるべき新条例

第３６条の２第１項ただし書に規定する給与について提出する新条例第３６

条の３の２第１項及び第３項の規定による申告書について適用し、１号施行

日前に支払を受けるべきこの条例による改正前の美浦村税条例（以下「旧条

例」という。）第３６条の２第１項ただし書に規定する給与について提出し

た旧条例第３６条の３の２第１項及び第３項の規定による申告書について

は、なお従前の例による。 

４ 新条例第３６条の３の３第１項の規定は、１号施行日以後に支払を受ける

べき所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２０３条の６第１項に規定する

公的年金等（同法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下こ

の項において「公的年金等」という。）について提出する新条例第３６条の

３の３第１項の規定による申告書について適用し、１号施行日前に支払を受

けるべき公的年金等について提出した旧条例第３６条の３の３第１項の規定

による申告書については、なお従前の例による。 

 （村たばこ税に関する経過措置） 

第４条 次項に定めるものを除き、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日

前に課した、又は課すべきであった加熱式たばこ（新条例附則第１６条の２

の２第１項に規定する加熱式たばこをいう。次項において同じ。）に係る村

たばこ税については、なお従前の例による。 

２ 令和８年４月１日から同年９月３０日までの間に、美浦村税条例第９２条

の２第１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等が行われた加熱

式たばこに係る同条例第９４条第１項の製造たばこの本数は、同条第３項及

び新条例附則第１６条の２の２の規定にかかわらず、次に掲げる製造たばこ

の本数の合計数によるものとする。 

 (1) 美浦村税条例第９４条第３項の規定により換算した紙巻たばこ（新条例

附則第１６条の２の２第１項に規定する紙巻たばこをいう。次号において

同じ。）の本数に０．５を乗じて計算した製造たばこの本数 

 (2) 新条例附則第１６条の２の２の規定により換算した紙巻たばこの本数に

０．５を乗じて計算した製造たばこの本数 

３ 前項各号に掲げる製造たばこの本数に１本未満の端数がある場合には、そ
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の端数を切り捨てるものとする。 
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議案第８号 

 

財産の取得について 

 

 次のとおり財産を取得したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

９６条第１項第８号及び議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に

関する条例（昭和４０年美浦村条例第８号）第３条の規定により議会の議決を求

める。 

 

令和７年６月１０日提出 

 

美浦村長  中 島  栄 

 

 

 

 

 

 

 

 

記 

 

 １ 契約の目 的  Ｒ０７国補美浦村立学校学習者用コンピュータ機器等

購入業務 

 ２ 契約の方 法  随意契約 

 ３ 契約の金 額  ４９，３０２，９０７円 

      （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額４，４８２，０８２円） 

 ４ 契約の相手方  茨城県つくば市東荒井１２－２ 

           関彰商事株式会社ビジネストランス 

           フォーメーション部つくば支店 

           支店長 櫻井 文彦  

 ５ 履 行 期 間  本契約日の翌日から令和７年８月２９日まで 

 ６ 支 出 科 目  令和７年度美浦村一般会計 

            款  ９ 教育費 

            項  １ 教育総務費 

            目  ２ 事務局費 
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            節 １７ 備品購入費 
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議案第９号 

 

   令和７年度美浦村一般会計補正予算（第１号） 

 

 令和７年度美浦村の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところに

よる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６７，８７１千円を追加

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ７，１６７，８７１千円と

する。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正

後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により

債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第

２表 債務負担行為」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

  令和７年６月１０日提出 

 

美浦村長  中 島  栄   
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歳　入 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

15 国庫支出金 526,159 14,457 540,616 

 2 国庫補助金 98,845 14,457 113,302 

16 県支出金 418,699 200 418,899 

 2 県補助金 147,781 200 147,981 

17 財産収入 6,183 462 6,645 

 1 財産運用収入 6,180 462 6,642 

19 繰入金 532,579 31,820 564,399 

 2 基金繰入金 532,576 31,820 564,396 

21 諸収入 153,180 7,332 160,512 

 5 雑入 141,842 7,332 149,174 

22 村債 225,100 13,600 238,700 

 1 村債 225,100 13,600 238,700 

 歳　　入　　合　　計 7,100,000 67,871 7,167,871 

第　１　表　　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

款 項
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歳　出 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

 2 総務費 1,182,537 21,708 1,204,245 

 1 総務管理費 882,101 21,016 903,117 

 3 戸籍住民基本台帳費 96,192 692 96,884 

 3 民生費 2,116,102 2,269 2,118,371 

 1 社会福祉費 1,425,834 724 1,426,558 

 2 児童福祉費 690,168 1,545 691,713 

 4 衛生費 545,671 4,394 550,065 

 1 保健衛生費 198,147 4,394 202,541 

 8 消防費 390,943 20,505 411,448 

 1 消防費 390,943 20,505 411,448 

 9 教育費 1,055,495 18,995 1,074,490 

 1 教育総務費 350,942 1,514 352,456 

 2 小学校費 175,393 3,363 178,756 

 3 中学校費 43,197 13,541 56,738 

 6 保健体育費 170,486 577 171,063 

 歳　　出　　合　　計 7,100,000 67,871 7,167,871 

款 項
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（単位：千円）

合　　　　　　　　　　　　　　　計 9,020

評 価 替 土 地 鑑 定 等 業 務 委 託 料
令和８年度
　　　～令和９年度

2,020

第 ２ 表 債 務 負 担 行 為

事　　　　　　　　　　　　　　　項 期　　     　　　　間 限 度 額

ホームページ作成 CMS及び美浦村アプリ使用料
令和８年度
　　　～令和１２年度

7,000
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（変更） （単位：千円）

　５．０％以内
（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる政府資
金及び地方公共
団体金融機構資
金について、利
率の見直しを
行った後におい
ては、当該見直
しの後の利率）

合　　　計

普通貸借
又は

証券発行

　５．０％以内
（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる政府資
金及び地方公共
団体金融機構資
金について、利
率の見直しを
行った後におい
ては、当該見直
しの後の利率）

補 正 後

起債の方法償 還 の 方 法 償 還 の 方 法限 度 額 利 率

225,100

　政府資金につ
いては、その融
資条件により、
銀行その他の場
合には、その債
権者と協定する
ところによる。
ただし村財政の
都合により据置
期間及び償還期
限を短縮し、も
しくは繰上償還
又は低利に借換
えすることがで
きる。

起 債 の 目 的
限 度 額 起債の方法 利 率

補 正 前

3,300 16,900

第　３　表　　　地  方  債  補  正

普通貸借
又は

証券発行

238,700

屋外防災行政無線整備事業
（緊急防災・減災事業債）

　政府資金につ
いては、その融
資条件により、
銀行その他の場
合には、その債
権者と協定する
ところによる。
ただし村財政の
都合により据置
期間及び償還期
限を短縮し、も
しくは繰上償還
又は低利に借換
えすることがで
きる。
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１　総　括

　歳　入 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

15 国庫支出金 526,159 14,457 540,616 

16 県支出金 418,699 200 418,899 

17 財産収入 6,183 462 6,645 

19 繰入金 532,579 31,820 564,399 

21 諸収入 153,180 7,332 160,512 

22 村債 225,100 13,600 238,700 

　　　　　歳　　入　　合　　計 7,100,000 67,871 7,167,871 

歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

款
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歳　出 （単位：千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 2 総務費 1,182,537 21,708 1,204,245 14,336 1,538 5,834

 3 民生費 2,116,102 2,269 2,118,371 121 302 1,846

 4 衛生費 545,671 4,394 550,065 200 4,194

 8 消防費 390,943 20,505 411,448 13,600 6,820 85

 9 教育費 1,055,495 18,995 1,074,490 18,995

　歳　出　合　計 7,100,000 67,871 7,167,871 14,657 13,600 8,660 30,954

款 計補正前の額 補　正　額

補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　　定　　　財　　　源
一般財源
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２　歳  入

(款) 15 国庫支出金 (項)  2 国庫補助金 （単位：千円）

金 額

 1 総務費国庫補助金 13,439 14,336 27,775  1 総務管理費補助金 14,336  71 「交通空白」解消緊急対策事業補助金 14,336

 2 民生費国庫補助金 33,784 121 33,905  3 社会福祉費補助金 121  35 地域診療情報連携推進費補助金 121

　　　　　 計 98,845 14,457 113,302

(款) 16 県支出金 (項)  2 県補助金

 3 衛生費県補助金 3,665 200 3,865  1 保健衛生費補助金 200  55 不妊治療費補助金 200

　　　　　 計 147,781 200 147,981

(款) 17 財産収入 (項)  1 財産運用収入

 2 利子及び配当金 129 462 591  1 利子及び配当金 462   7 ふるさと基金預金利子 30

  9 公共公益施設整備基金利子 110

 15 地域振興基金預金利子 22

 16 地域福祉基金預金利子 140

 20 土地開発基金預金利子 160

　　　　　 計 6,180 462 6,642

(款) 19 繰入金 (項)  2 基金繰入金

 3 地域福祉基金繰入金 43 140 183  1 地域福祉基金繰入 140  10 地域福祉基金利子繰入金 140

金

 6 財政調整基金繰入金 11,091 30,954 42,045  1 財政調整基金繰入 30,954   5 財政調整基金繰入金 30,954

金

 7 ふるさと応援基金繰入金 347,105 726 347,831  1 ふるさと応援基金 726   5 ふるさと応援基金繰入金 726

繰入金

　　　　　 計 532,576 31,820 564,396

(款) 21 諸収入 (項)  5 雑入

 1 消防団員退職報償金 1 6,820 6,821  1 消防団員退職報償 6,820   5 消防団員退職報償金 6,820

金

 3 雑入 97,399 512 97,911  7 雑入 512 105 臨時職員雇用保険料（住民課） 12

231 ＡＩデマンド乗合タクシー運賃 500

　　　　　 計 141,842 7,332 149,174

(款) 22 村債 (項)  1 村債

 3 消防債 17,800 13,600 31,400  2 防災施設整備事業 13,600  10 屋外防災行政無線整備事業（緊急防災・減災事業

債     債） 13,600

　　　　　 計 225,100 13,600 238,700

目 計
節

区　　　分
説　　　　　明補 正 前 の 額 補　　正　　額
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３　歳  出

(款)  2 総務費 (項)  1 総務管理費 （単位：千円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 1 一般管理費 250,265 0 250,265 12 △12

 3 公用車管理費          183

 5 財産管理費 76,151 395 76,546 160 235 10 需用費 111 10 需用費 111

   6 修繕料

     3 公用車等修繕料

11 役務費 41 11 役務費 41

   4 手数料 5

     2 自動車登録手数料

13 使用料及び賃借料 52    7 自賠責保険料 36

     1 自賠責保険料

18 負担金補助及び交付金 1

18 負担金補助及び交 1    5 負担金

付金      1 県安全運転管理者協議会

26 公課費 30

   1 自動車重量税

26 公課費 30      1 自動車重量税

 5 財産管理費           52

13 使用料及び賃借料 52

27 繰出金 160    2 賃借料

    10 モップ賃借料

 7 土地開発基金繰出金          160

27 繰出金 160

  12 土地開発基金繰出金

     1 土地開発基金繰出金

 5 競走馬の里美浦ＰＲ事業費

 7 企画費 281,087 20,481 301,568 14,336 1,226 4,919  7 報償費 △690  7 報償費 △990

   1 報償金

     1 報償金

12 委託料 20,745 12 委託料 990

   5 業務委託料

   105 競走馬の里美浦ＰＲ業務委託料

13 使用料及び賃借料 426  7 ふるさと応援寄附金事業費          726

 7 報償費 300

   1 報償金

     1 事業協力者謝礼

13 使用料及び賃借料 426

   1 使用料 96

     5 入場料

   2 賃借料 330

     8 自動車借上料

10 地域公共交通確保対策事業費       19,755

12 委託料 19,755

   5 業務委託料

     5 「交通空白」解消緊急対策業務委託料

 2 ふるさと基金費           30

11 人材育成費 6 30 36 30 24 積立金 30 24 積立金 30

   3 ふるさと基金積立金

補 正 額 計補正前の額目

節

説　　　　明
区 分 金 額

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源
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(款)  2 総務費 (項)  1 総務管理費 （単位：千円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他

     1 ふるさと基金積立金

(11 人材育成費)

 2 公共公益施設整備基金費          110

13 公共公益施設整備基 15 110 125 110 24 積立金 110 24 積立金 110

金費    4 公共公益施設整備基金積立金

     1 公共公益施設整備基金積立金

　　　計 882,101 21,016 903,117 14,336 1,538 5,142

(款)  2 総務費 (項)  3 戸籍住民基本台帳費

 4 住民基本台帳事務費          692

 1 戸籍住民基本台帳費 96,192 692 96,884 692  1 報酬 520  1 報酬 520

   4 会計年度任用職員報酬

     1 一般事務職員

 3 職員手当等 33  3 職員手当等 33

   9 期末手当 11

     5 期末手当（会計年度任用職パートタイム）

 4 共済費 185   10 勤勉手当 22

     5 勤勉手当（会計年度任用職パートタイム）

 4 共済費 185

 8 旅費 △46    6 社会保険料

     5 社会保険料（会計年度任用職パートタイム）

 8 旅費 △46

   1 費用弁償

     1 費用弁償

　　　計 96,192 692 96,884 692

(款)  3 民生費 (項)  1 社会福祉費

 5 国民健康保険特別会計繰出金         △38

 1 社会福祉総務費 339,851 124 339,975 162 △38 24 積立金 162 27 繰出金 △38

   4 職員給与費等

     1 職員給与費等

27 繰出金 △38  6 地域振興基金積立金           22

24 積立金 22

   5 地域振興基金積立金

     1 地域振興基金積立金

 7 地域福祉基金積立金          140

24 積立金 140

   6 地域福祉基金積立金

     1 地域福祉基金積立金

 5 在宅福祉事業費          600

 2 老人福祉費 333,756 600 334,356 140 460 18 負担金補助及び交 600 18 負担金補助及び交付金 600

付金   10 補助金

     8 高齢者補聴器購入費

 7 医療福祉費 98,473 0 98,473 121 △121

　　　計 1,425,834 724 1,426,558 121 302 301

説　　　　明目 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源
一 般 財 源 区 分 金 額

補 正 額 の 財 源 内 訳 節
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(款)  3 民生費 (項)  2 児童福祉費 （単位：千円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 4 木原保育所運営費          646

 3 保育所費 311,255 1,545 312,800 1,545 12 委託料 899 17 備品購入費 646

   6 保育用備品費

     1 保育用備品費

17 備品購入費 646  5 木原保育所管理費          899

12 委託料 899

   4 清掃委託料

     1 清掃委託料

　　　計 690,168 1,545 691,713 1,545

(款)  4 衛生費 (項)  1 保健衛生費

 3 母子保健事業費          400

 1 保健衛生総務費 97,877 4,394 102,271 200 4,194  2 給料 2,453 18 負担金補助及び交付金 400

  10 補助金

     5 不妊治療費補助金

 3 職員手当等 1,029  4 子育て世代包括支援事業費        3,994

 2 給料 2,453

   3 会計年度任用職給

 4 共済費 512      1 会計年度任用職給

 3 職員手当等 1,029

   3 通勤手当 24

18 負担金補助及び交 400      4 通勤手当（会計年度任用職フルタイム）

付金    9 期末手当 339

     4 期末手当（会計年度任用職フルタイム）

  10 勤勉手当 285

     2 勤勉手当（会計年度任用職フルタイム）

  12 退職手当 331

     5 退職手当負担金（会計年度任用職フルタイム）

  14 地域手当 50

     2 地域手当（会計年度任用職フルタイム）

 4 共済費 512

   2 職員共済組合負担金 201

     4 職員共済組合負担金（会計年度任用職フルタイ

       ム）

   6 社会保険料 311

     4 社会保険料（会計年度任用職フルタイム）

　　　計 198,147 4,394 202,541 200 4,194

(款)  8 消防費 (項)  1 消防費

 2 消防団運営費        6,820

 1 非常備消防費 344,888 6,820 351,708 6,820  7 報償費 6,820  7 報償費 6,820

   1 報償金

     1 報償金

 4 屋外防災行政無線管理費       13,685

 4 災害対策費 35,159 13,685 48,844 13,600 85 12 委託料 6,769 12 委託料 6,769

   5 業務委託料

    10 Ｊアラート受信機更新業務委託料

17 備品購入費 6,916 17 備品購入費 6,916

金 額

補 正 額 の 財 源 内 訳 節

説　　　　明目 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源
一 般 財 源 区 分
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(款)  8 消防費 (項)  1 消防費 （単位：千円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他

   2 機械器具費

( 4 災害対策費)     10 機械器具費（資産）

　　　計 390,943 20,505 411,448 13,600 6,820 85

(款)  9 教育費 (項)  1 教育総務費

 1 特別職給与関係経費（事務局費）        1,502

 2 事務局費 349,463 1,514 350,977 1,514  3 職員手当等 173  3 職員手当等 173

   3 通勤手当 62

     2 通勤手当（特別職）

 4 共済費 1,329    9 期末手当 111

     2 期末手当（特別職）

 4 共済費 1,329

18 負担金補助及び交 12    2 職員共済組合負担金

付金      2 職員共済組合負担金（特別職）

12 学校教育支援経費           12

18 負担金補助及び交付金 12

   5 負担金

    31 校長会・教頭会

　　　計 350,942 1,514 352,456 1,514

(款)  9 教育費 (項)  2 小学校費

 3 美浦小学校学校管理費           11

 1 学校管理費 157,551 449 158,000 449 12 委託料 154 13 使用料及び賃借料 11

   2 賃借料

    10 モップ賃借料

13 使用料及び賃借料 11  4 小学校運営事業費          251

17 備品購入費 251

   1 庁用器具費

17 備品購入費 284      1 庁用器具費

 5 小学校施設管理費          187

12 委託料 154

   5 業務委託料

    30 バスロータリーライン引き業務委託料

17 備品購入費 33

   1 庁用器具費

     1 庁用器具費

 4 美浦小学校教育振興事業費        1,567

 2 教育振興費 17,842 2,914 20,756 2,914 12 委託料 1,347 13 使用料及び賃借料 1,567

   2 賃借料

     7 バス借上料

13 使用料及び賃借料 1,567 73 小学校教育振興事業費        1,347

12 委託料 1,347

   5 業務委託料

    35 副読本作成業務委託料

　　　計 175,393 3,363 178,756 3,363

区 分 金 額

補 正 額 の 財 源 内 訳 節

説　　　　明目 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源
一 般 財 源
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(款)  9 教育費 (項)  3 中学校費 （単位：千円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 5 中学校施設管理費       12,388

 1 学校管理費 30,013 12,388 42,401 12,388 10 需用費 3,511 10 需用費 3,511

   6 修繕料

     2 施設等修繕料

17 備品購入費 8,877 17 備品購入費 8,877

   1 庁用器具費

    10 庁用器具費（資産）

 4 美浦中学校教育振興事業費        1,153

 2 教育振興費 13,184 1,153 14,337 1,153 11 役務費 3 11 役務費 3

   4 手数料

    33 口座振込手数料

13 使用料及び賃借料 1,150 13 使用料及び賃借料 1,150

   2 賃借料

     7 バス借上料

　　　計 43,197 13,541 56,738 13,541

(款)  9 教育費 (項)  6 保健体育費

 7 学校給食施設管理費          577

 4 学校給食費 111,704 577 112,281 577 12 委託料 39 12 委託料 39

   2 保守点検委託料

    23 飲料水滅菌装置保守点検委託料

17 備品購入費 538 17 備品購入費 538

   2 機械器具費

    10 機械器具費（資産）

　　　計 170,486 577 171,063 577

一 般 財 源 区 分 金 額

補 正 額 の 財 源 内 訳 節

説　　　　明目 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源
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１．特　　別　　職

職員数 共 済 費 合   計
期末手当

報　　酬 給　　料 (千円) 地域手当 寒冷地手 その他の 計
（人） 年間支給 （千円） （千円）

（千円） （千円） 率(月分) （千円） 当(千円) 手当(千円) （千円）

長　　等 2 13,920 4,807 1,966 20,693 1,747 22,440
(3.45)

議　　員 12 41,784 13,815 55,599 11,414 67,013
(3.45)

その他の
700 35,304 35,304 35,304

特 別 職

計 714 77,088 13,920 18,622 1,966 111,596 13,161 124,757

長　　等 2 13,920 4,696 1,904 20,520 418 20,938
(3.45)

議　　員 12 41,784 13,815 55,599 11,414 67,013
(3.45)

その他の
700 35,304 35,304 35,304

特 別 職

計 714 77,088 13,920 18,511 1,904 111,423 11,832 123,255

長　　等 111 62 173 1,329 1,502

議　　員

その他の

特 別 職

計 111 62 173 1,329 1,502

比
　
較

区     分 備　　　考

給 与 費 明 細 書

　　　　給　　　　　　与　　　　　　 　　　　費

補
正
後

補
正
前
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２．一　　般　　職
　（１） 　総　　括 （単位：千円）

（　　）内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

（単位：千円）

　ア．会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（　　）内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

（単位：千円）

職
員
手
当
の
内
訳

10,771 68,103

比 較

補 正 前 9,606 6,744 8,253 31,609 1,092 17,604 114,034 102,424

備　　　考

補 正 後 9,606 6,744 8,253 31,609 1,092 17,604 114,034 102,424

日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 地域手当 退職手当区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当
時間外勤務
手      当

10,771 68,103

比 較
（ ）

370,240 889,117 160,426 1,049,543
126

補 正 前
（ 9 ）

518,877

889,117 160,426 1,049,543
126

補 正 後
（ 9 ）

518,877 370,240

報 酬 給 料 職 員 手 当
区 分

職 員 数
共 済 費 合 計 備　　　考

給　　　　　　与　　　　　　費

職
員
手
当
の
内
訳

計
（人）

12,866 82,291

比 較 24 331

補 正 前 9,606 6,744 10,115 36,049 1,092 17,604 158,027 140,035

350 307 50

備　　　考

補 正 後 9,606 6,744 10,139 36,049 1,092 17,604 158,377 140,342

日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 地域手当 退職手当区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当
時間外勤務
手      当

12,916 82,622

1,062 4,035 695 4,730
1

比 較
（ ）

520 2,453

474,429 1,248,814 216,706 1,465,520
163

補 正 前
（ 107 ）

151,018 623,367

217,401 1,470,250
164

補 正 後
（ 107 ）

151,538 625,820 475,491 1,252,849

（人）

区 分

給　　　　　　与　　　　　　費
職 員 数

共 済 費 合 計 備　　　考
報 酬 給 料 職 員 手 当 計
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　イ．会計年度任用職員 （単位：千円）

（　　）内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

（単位：千円）

計

56,975 420,707

2,145補 正 後

補 正 前 43,993 37,611 2,095

（ ）
1

38
98

1,886 4,440

1,862 14,1884,440

44,343 37,918 14,519

（人）

（ ）

共 済 費 合 計 備　　　考
報 酬 給 料 職 員 手 当

補 正 後
（ 98 ）

151,538 106,943 105,251 363,732

区 分

給　　　　　　与　　　　　　費
職 員 数

1,062 4,035 695

104,189 359,697 56,280 415,977補 正 前 151,018 104,490

4,730比 較 520 2,453

37

備　　　考日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 地域手当 退職手当職
員
手
当
の
内
訳

区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当
時間外勤務
手      当

350 307 50 331比 較 24
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　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細（会計年度任用職員以外） （単位：千円）

職員数の異動状況（会計年度任用職員以外）

現に在職する　

　補正後

　補正前

  増　減

採用、退職の状況

会計間の異動

　

期末手当

管理職手当

退職手当

勤勉手当

地域手当

通勤手当

日直手当

時間外勤務手当

住居手当

その他の増減分 扶養手当

地域手当

勤勉手当

人

期末手当

人

職 員 手 当 制度改正に伴う増減分 扶養手当

採　用 退　職 計

その他

会計間異動の異動による差額

人 人

再任用職員 人

人

135 人

人

人

人

135

職員数 その他 計

135

特別昇給・昇格差額

人 人人 135

その他の増減分 退職者・新採用者差額

備　　　　考区    分 増減額 増減事由別内訳 説　　　　　　明

技能労務職

給       料 給与改定に伴う増減分 行政職

技能労務職

昇給に伴う増減分 行政職
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３． 給与及び手当の状況（会計年度任用職員以外）
　ア．職員一人当たりの給与 （単位：円）

　イ．初　　　任　　　給 （単位：円）

　ウ．等 級 別 職 員 数

構成比は、小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100とはならない。

3 100.0%121 100.0%
（ ）（ ）

計
（ ）（ ）

計

1
（ ）（ ）

4 3.3%

26 21.5%
2

（ ）（ ）
19.8%24

令和７年１月１日現在
24 19.8%

3
（ ）（ ）

）
4

（ ）（ ）
1

17.4%
（ ）（

（ ）（

）
5

（ ）（ ）
2

18 14.9%

21

）
6

（ ）（ ）
3

3 100.0%3.3%
（ ）（

（ ）（

）
7

（ ）（ ）
4

3 100.0%119 100.0%

4

（ ）（ ）
計

（ ）（ ）
計

1
（ ）（ ）

7 5.9%

24 20.2%
2

（ ）（ ）
17.6%21

令和７年６月１日現在
3

（ ）（ ）

）
4

（ ）（ ）
1

27 22.7%

）（

（ ）（

5
（ ）（ ） ）

18 15.1%
2

（

6
（ ）（ ）

18 15.1%
）

3
（ ）（

4 3.4%
）

7
（ ）（

区　分
行政職 技能労務職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）
（ ）

4
（ ）

3 100.0%

高　校　卒 188,000 185,700 188,000 185,700

大　学　卒 220,000 - 220,000 -

平均年令 ４１歳１１月 ５４歳１０月

区　　　分 行政職 技能労務職
国の制度

行政職 技能労務職

令和７年１月１日現在 平均給与月額 373,991 332,433

令和７年６月１日現在 平均給与月額 398,589 307,880
平均年令 ４１歳　７月 ５５歳　３月

区　　　　分 行 政 職 技 能 労 務 職
平均給料月額 333,478 290,667

平均給料月額 331,189 319,633
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（級別の標準的な職務内容）
区分

区分

　エ．昇　　　　給 

比　　率( B )／( A )　（％）
特別昇給に係る職員数（人）

補

正

前
８号給（人）
　号給（人）

４号給（人）
６号給（人）

比　　率( B )／( A )　（％）

号給数別内訳 ２号給（人）

特別昇給に係る職員数（人）
職員数 ( A )（人） 124 121 3
昇給に係る職員数 ( B )（人）

８号給（人）
　号給（人）

補

正

後

職員数 ( A )（人） 122 119 3
昇給に係る職員数 ( B )（人）
号給数別内訳 ２号給（人）

４号給（人）
６号給（人）

技
能
労
務
職

用務手、労務作業員等
（以下「用務手等」と
いう。）
調理師
自動車運転手

用務手等
調理師
自動車運転手

相当の経験を有する用
務手等
相当の技能又は経験を
有する調理師
相当の技能又は経験を
有する自動車運転手

困難な業務を行う用務
手等
高度の技能又は経験を
有する調理師
高度の技能又は経験を
有する自動車運転手

区分 合計
代表的な職種

行政職 技能労務職

課長、局長、
室長、保育所
長、幼稚園長

部長

一級 二級 三級 四級

行
政
職

主事補、技師
補、主事、技
師、保育士、
看護師、保健
師、栄養士、
管理栄養士、
社会福祉士、
司書、幼稚園
の教諭、幼稚
園の助教諭

困難な職務を
分掌する主
事、技師、保
育士、看護
師、保健師、
栄養士、管理
栄養士、社会
福祉士、司
書、幼稚園の
教諭、幼稚園
の助教諭

主任、主任保
育士、主任看
護師、主任保
健師、主任栄
養士、主任管
理栄養士、主
任社会福祉
士、主任司
書、幼稚園の
主任教諭

係長、主査 課長補佐、室
長補佐、局長
補佐、保育所
の副所長、幼
稚園の教頭

一級 二級 三級 四級 五級 六級 七級
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　オ．期末手当 ・ 勤勉手当

（　　）内は、再任用職員である。

　カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　キ．地域手当

　ク． 特 殊 勤 務 手 当

　ケ．そ の 他 の 手 当

住 居 手 当 同
通 勤 手 当 同

代表的な特殊勤務手当の名称

区　　分 国　の　制　度　と　の　異　同 差異の内容
扶 養 手 当 同

支給対象職員の比率（％） 0 0 0 0 0
給料総額に対する比率（％） 0 0 0 0 0

区　　　分 全職種
代表的な職種

税　務　職 保　健　職 保育士職 運転手職

支給対象職員数（人） 135
国の指定基準に基づく支給率（%） 4

支給対象地域 美浦村
支給率（%） 2

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

(3～45%加算)

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

(2～20%加算)

備　考
（月分） （月分） （月分） （月分）

2.300 4.60

区　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

）（ 2.40 ）
有国 の 制 度

（ 1.200 ）（ 1.200
2.300

その他の加算措置等

補 正 前
（ 1.200 ）（

2.300 2.300 4.60
1.200 ）（ 2.40 ）

有

）（ 2.40 ）
有補 正 後

（ 1.200 ）（ 1.200
2.300 2.300 4.60

区 分
支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の

級等による加算措置
備 考

６月（月分） １２月（月分） （月分）

49



議案第１０号 

 

   令和７年度美浦村国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

 

 令和７年度美浦村の国民健康保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定

めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに

補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和７年６月１０日提出 

 

美浦村長  中 島  栄   
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歳　入 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

 3 国庫支出金 1 38 39 

 1 国庫補助金 1 38 39 

 6 繰入金 204,062 △38 204,024 

 1 他会計繰入金 131,306 △38 131,268 

 歳　　入　　合　　計 1,612,000 0 1,612,000 

第　１　表　　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

款 項
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歳　出 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

 1 総務費 51,466 0 51,466 

 1 総務管理費 48,616 0 48,616 

 歳　　出　　合　　計 1,612,000 0 1,612,000 

款 項
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１　総　括

　歳　入 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

 3 国庫支出金 1 38 39 

 6 繰入金 204,062 △38 204,024 

　　　　　歳　　入　　合　　計 1,612,000 0 1,612,000 

歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

款
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歳　出 （単位：千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 1 総務費 51,466 0 51,466 38 △38

　歳　出　合　計 1,612,000 0 1,612,000 38 △38

款 計補正前の額 補　正　額

補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　　定　　　財　　　源
一般財源
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２　歳  入

(款)  3 国庫支出金 (項)  1 国庫補助金 （単位：千円）

金 額

 2 社会保障・税番号制度システム 0 38 38  1 社会保障・税番号 38   1 社会保障・税番号制度システム整備費補助金 38

整備費補助金 制度システム整備

費補助金

　　　　　 計 1 38 39

(款)  6 繰入金 (項)  1 他会計繰入金

 1 一般会計繰入金 131,306 △38 131,268  2 職員給与費等繰入 △38   5 職員給与費等繰入金 △38

金

　　　　　 計 131,306 △38 131,268

目 計
節

区　　　分
説　　　　　明補 正 前 の 額 補　　正　　額
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３　歳  出

(款)  1 総務費 (項)  1 総務管理費 （単位：千円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 1 一般管理費 47,843 0 47,843 38 △38

　　　計 48,616 0 48,616 38 △38

補 正 額 計補正前の額目

節

説　　　　明
区 分 金 額

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源
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議案第１１号 

令和７年度美浦村下水道事業会計補正予算（第１号） 

（総 則） 

第１条 令和７年度美浦村下水道事業会計補正予算（第１号）は、次に定

めるところによる。 

（収益的収入及び支出） 

第２条 令和７年度美浦村下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条

に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

  （科 目） （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

支 出 

第１款 事業費用 853,420千円 2,980千円 856,400千円 

第１項 営業費用 779,140千円 388千円 779,528千円 

第３項 特別損失 532千円 2,592千円 3,124千円 

（資本的収入及び支出） 

第３条 予算第４条本文括弧書を「 資本的収入額が資本的支出額に対し不

足する額336,364千円は、消費税等資本的収支調整額33,834千円及び損益

勘定留保資金302,530千円で補填するものとする。」に改め、資本的収入

及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

  （科    目）    （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

支 出 

第１款 資本的支出 1,056,235千円 7,300千円 1,063,535千円 

 第２項 企業債償還金 298,133千円 7,300千円 305,433千円 

令和７年６月１０日提出 

美浦村長 中 島  栄 
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支　　　　　出 （単位 ： 千円）

1. 事業費用 853,420 2,980 856,400

1. 営業費用 779,140 388 779,528

1. 管渠費 24,842 20 24,862

5. 処理場費 151,300 14 151,314

10. 総係費 29,717 354 30,071

3. 特別損失 532 2,592 3,124

3. その他特別損失 320 2,592 2,912

項 目 既決予定額 備  考

令和　７年度　美浦村下水道事業会計補正予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 補正予定額 計
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支　　　　　出 （単位 ： 千円）

1. 資本的支出 1,056,235 7,300 1,063,535

2. 企業債償還金 298,133 7,300 305,433

1. 企業債償還金 298,133 7,300 305,433

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備  考
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（単位：千円）

区 分

１．業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 75,129 △ 2,944 72,185

減価償却費 456,790 0 456,790

貸倒引当金の増減額（△は減少） 300 0 300

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 131 0 △ 131

法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 51 0 △ 51

長期前受金戻入額 △ 282,768 0 △ 282,768

受取利息及び受取配当金 △ 2 0 △ 2

支払利息 60,437 0 60,437

未収金の増減額（△は増加） △ 90,557 △ 36 △ 90,593

未払金の増減額（△は減少） 16,885 0 16,885

たな卸資産の増減額（△は増加） 0 0 0

小計 236,032 △ 2,980 233,052

利息及び配当金の受取額 2 0 2

利息の支払額 △ 60,437 0 △ 60,437

業務活動によるキャッシュ・フロー 175,597 △ 2,980 172,617

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 690,683 0 △ 690,683

補助金による収入 489,107 0 489,107

工事負担金による収入 0 0 0

加入金による収入 8,294 0 8,294

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 193,282 0 △ 193,282

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の収入 0 0 0

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 292,249 △ 7,300 △ 299,549

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 292,249 △ 7,300 △ 299,549

　資金増加額（又は減少額） △ 309,934 △ 10,280 △ 320,214

　資金期首残高 721,960 0 721,960

　資金期末残高 412,026 △ 10,280 401,746

令和　７年度　美浦村下水道事業予定キャッシュフロー計算書
（令和　７年　４月　１日から令和　８年　３月３１日）

既決予定額 補正予定額 計

60



支  出 (単位　：　千円)

既  決 補  正

予　定　額 予　定　額 区 　分 金 　額

1. 事業費用 853,420 2,980 856,400

1. 営業費用 779,140 388 779,528

1. 管渠費 24,842 20 24,862 委託料 20 ・マンホールポンプ受電盤保守点検委託料 20

5. 処理場費 151,300 14 151,314 委託料 14 ・清掃委託料 14

10. 総係費 29,717 354 30,071 備消耗品費 275 ・備消耗品費 275

手数料 79 ・口座振替手数料 79

3. 特別損失 532 2,592 3,124

3. その他特別損失 320 2,592 2,912 その他特別損失 2,592 ・企業債繰上償還補償金 2,592

説  明計

令和　７年度　美浦村下水道事業会計補正予算明細書
収  益  的  収  入  及  び  支  出

款
節

項 目
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支         出 (単位　：　千円)

既        決 補        正

予　定　額 予　定　額 区     　分 金     　額

1. 資本的支出 1,056,235 7,300 1,063,535

2. 企業債償還金 298,133 7,300 305,433

1. 企業債償還金 298,133 7,300 305,433 企業債償還金（ 7,300 ・企業債元金繰上償還金 7,300

建設改良費）

節
説                     明

資  本  的  収  入  及  び  支  出

款 項 目 計
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議案第１２号 

令和７年度美浦村電気事業会計補正予算（第１号） 

（総 則） 

第１条 令和７年度美浦村の電気事業会計補正予算（第１号）は、次に定

めるところによる。 

（収益的支出） 

第２条 令和７年度美浦村電気事業会計予算第３条に定めた収益的支出の

予定額を次のとおり補正する。 

（科 目） （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

 支 出 

第１款 電気事業費用 59,841千円  7,513千円  67,354千円 

  第１項 営業費用   45,672千円  7,513千円  53,185千円 

令和７年６月１０日提出 

美浦村長 中 島  栄 

３月  日原案の通り議決 

美浦村議会議長  沼 﨑 光 芳  
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支　　　　　出 （単位 ： 千円）

1. 電気事業費用 59,841 7,513 67,354

1. 営業費用 45,672 7,513 53,185

1. 発電費 13,670 7,513 21,183

項 目 既決予定額 備     考

令和　７年度　美浦村電気事業会計補正予算実施計画

収 益 的  支  出

款 補正予定額 計
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（単位：千円）

区 分

１．業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 46,833 △ 6,830 40,003

減価償却費 32,001 0 32,001

固定資産除却費 0 0 0

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 0 0

修繕引当金の増減額（△は減少） 0 0 0

賞与引当金の増減額（△は減少） 0 0 0

長期前受金戻入額 0 0 0

前払金の増減額 0 0 0

受取利息及び受取配当金 △ 78 0 △ 78

支払利息 1,168 0 1,168

未収金の増減額（△は増加） 861 0 861

未払金の増減額（△は減少） △ 1,128 △ 683 △ 1,811

小計 79,657 △ 7,513 72,144

利息及び配当金の受取額 78 0 78

利息の支払額 △ 1,168 0 △ 1,168

業務活動によるキャッシュ・フロー 78,567 △ 7,513 71,054

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 0 0 0

投資活動によるキャッシュ・フロー 0 0 0

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 50,911 0 △ 50,911

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 50,911 0 △ 50,911

　資金増加額（又は減少額） 27,656 △ 7,513 20,143

　資金期首残高 357,519 0 357,519

　資金期末残高 385,175 △ 7,513 377,662

令和　７年度　美浦村電気事業予定キャッシュフロー計算書
（令和　７年　４月　１日から令和　８年　３月３１日）

既決予定額 補正予定額 計
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支  出 (単位　：　千円)

区 　分 金 　額

1. 電気事業費用 59,841 7,513 67,354

1. 営業費用 45,672 7,513 53,185

1. 発電費 13,670 7,513 21,183 修繕費 7,513 ・ＰＣＳエアコン修繕 7,513

節
説  明

令和　７年度　美浦村電気事業補正予算明細書
収　益  的  支  出

款 項 目 計既決予定額 補正予定額
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